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地球温暖化によって水災害の発生や水資源が変化する可能性のある流域を検出することを目的とし，日本列

島全域を対象とする分布型流出モデルを構築して，将来の河川流量の変化を分析した．流出計算の入力に用い

たデータは，気象庁気象研究所の全球 20km格子大気モデル (MRI-AM20km)によって計算された現在気候実
験 (1979-2003年)，近未来気候実験 (2015-2039年)，21世紀末気候実験 (2075-2099年)の気候推計情報である．
主要な分析結果として以下を得た．1)時間最大流量，日渇水流量，月平均流量のそれぞれについて，明瞭な変化
が見られる流域が存在した．2)上記の変化は日本列島全域で一様に現れるのではなく，大きな地域性が見られ
た．3)近未来気候実験で上記の変化が見られ，21世紀末気候実験では一層その変化が明瞭となる傾向にあった．
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1. はじめに

将来の気候を推計する大気大循環モデル (GCMs,
General Circulation Models)の空間分解能が著しく高
解像度化し，その出力データはわが国の河川流域を対

象とする水工シミュレーションモデルの入力データと

してそのまま利用できる解像度を有するようになって

きている1)．この気候推計情報と水工シミュレーション

モデルを用いて，気候変化によって将来の水災害リス

クや水資源が変化する可能性のある地域を検出し，適

切な適応策を講じることが重要な課題となっている．

将来の水災害リスクの変化を評価するために，大気

大循環モデルが出力する降水量を確率的に評価し，洪

水リスクの変化を分析する研究がなされている2)．ただ

し，気候変化が流域の水災害や水資源に対する影響を

予測するためには降水量の分析だけでは不十分であり，

河川流量の変化を予測する必要がある．特に河川整備

の進んだ我が国では，温暖化による河川への直接的な

影響を評価し，河川整備や水工施設の運用方法の変更

などの適応策を論じることが重要となる．そのために

は気候推計情報を河川流量に変換する必要がある．

大気大循環モデルの出力データと水工シミュレーショ

ンモデルを組み合わせて水災害リスクや水資源の変化

を予測する方法として，

• 大気大循環モデルによって計算される降水量から
対象とする水文量の現在と将来の変化比率を求め，

その比率を現在の計画降雨等に乗じて将来の降雨

を想定し，それを流出モデルや氾濫モデルに用い

る方法3)

• 大気大循環モデルによる出力値を力学的あるいは
統計的にダウンスケールした上で水工シミュレー

ションモデルに用いて，水災害リスクや水資源の

変化を分析する方法4),5),6)

• 大気大循環モデルの出力値をそのまま水工シミュ
レーションモデルに用いて，水災害リスクや水資

源の変化を分析する方法7),8),9),10),11),12),13)

がある．これらはどの手法がよいというのではなく，対

象とする水文現象や流域スケールに応じて組み合わて

用いたり，複数の手法を用いて結果を相互に評価すべ

きものである．ただし豪雨やそれに伴う洪水といった

極端現象を対象として温暖化の影響を評価するために

は，水工シミュレーションモデルへの入力となる水文

データが適切な時空間分解能を持つ必要がある．その

ため，大気大循環モデルの高解像度化が本質的に重要

な意味を持つ．

気象庁気象研究所の全球 20km格子大気モデル (MRI-
AM20km)14),15)の空間分解能は約 20kmであり，アメ
ダス観測網に匹敵する空間分解能となっている．全球を

対象とする気候モデルとしては，現時点では世界最高

の空間分解能を有する気候モデルである．佐山ら16)は，

降雨量の流域平均スケールが洪水ピーク流量の計算値

に与える影響を分析し，降雨量の空間平均スケールが
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400km2(20km格子)の場合，流域面積が 150km2 以上

であれば 3km空間分解能のレーダー雨量とその流域平
均降雨を用いたときの計算ピーク流量の差異は，レー

ダー雨量を用いて得たピーク流量の 1割程度という結
果を得た．この結果からすれば，20km格子のGCM出
力降雨データは日本の河川流域を対象とした流量変化

の分析にそのまま用いることができるスケールである

ことがわかる．

Hirabayashi et al.7)は全球を対象として将来の河川
流量を 1度格子の空間分解能で計算し，温暖化時の流量
の変化を分析した．こうした分析を中小河川が解像で

きるスケールで日本列島全体を対象として行い，地域

ごとの変化特性を把握することが重要である．そのた

めに筆者らは日本列島全域を対象とする 1km格子の分
布型流出モデルを構築して MRI-AM20km の出力デー
タを用いた流出計算を実施し13)，その計算結果を用い

て洪水発生の変化に着目した分析を行った17)．

本論ではさらに時間流量，日流量，月流量の変化を

分析し，洪水や渇水の発生，水資源の変化が現れる流

域を全国的に検出することを目的とする．2.では分析

に用いる大気大循環モデルの出力データとここで用い

る流出モデルとの関係を述べる．3.では日本列島全域

を対象とする分布型流出モデルの構成を示す．4.では

日本列島全域の温暖化時の流出シミュレーション結果

をもとに洪水発生の変化を念頭において時間最大流量

を分析する．5.では水資源の変化に着目して月流量を，

6.では渇水発生の変化に着目して日渇水流量を分析す

る．7.は結論である．

2. 流量評価に用いるMRI-AM20km出力

データと流出モデル

将来気候の推計計算は，温室効果ガス排出量の変化

シナリオ18) に従って温室効果ガスの濃度の時間変化が

設定され，その条件のもとで将来の気候が予測される．

気象庁気象研究所の全球 20km格子大気モデル (MRI-
AM20km)は A1Bシナリオに従って温室効果気体の濃
度変化が設定されており，以下の期間のデータが提供

されている．

• 1979年 1月–2003年 12月: 現在気候実験
• 2015年 1月–2039年 12月: 近未来気候実験
• 2075年 1月–2099年 12月: 21世紀末気候実験

図–1に流出計算に用いる MRI-20km 出力データを示
す．MRI-AM20km の陸面過程には SiB モデルが導入
されており，この陸面過程モデルによって蒸発散量，融

雪量，表面流出量と基底流出量が計算される．

筆者らは二種類の流出モデルを目的に応じて使い分

ける．一つは本論で用いる全国分布型流出モデル13)で

図–1 MRI-20km によって提供されるデータと詳細分布型流
出モデルおよび全国分布型流出モデルの関係

あり，もう一つは流域ごとにできるだけ実際の流出現

象を再現しようとする詳細分布型流出モデル8),19),20)で

ある．全国分布型流出モデルの役割は，日本列島全域

を対象として自然状態での流出計算を実施し，河川流

量が変化する可能性のある流域を検出することである．

詳細分布型流出モデルでは，流量変化が検出された流

域を対象として，流況制御を含めて，より詳細な分析

を実施することを想定している．

詳細分布型流出モデルは，流域地形を高空間分解能

の標高データで表現し，不飽和部の流れを考慮した流

量流積関係式を用いてキネマティックウェーブモデルに

より流出量を計算する．温暖化流出計算でのこの流出

モデルへの入力は，キャノピー層を通り抜けて無積雪

土壌表面に到達する降雨量，積雪層からの融雪量，土

壌表面および根系から吸収される蒸発散量である8)．こ

れらのデータは日平均値が提供されている．日単位の

降雨量をそのまま流出モデルに与えると時間単位で見

た洪水ピーク流量を再現できない．そこで無積雪土壌

表面への日降雨量を Pd，キャノピー層への時間降水量

を Pc,i (i = 1, · · · , 24 は時間を表す添え字)として，Pd

を次式により時間配分した土壌表面への時間降雨量

Pi =

Pc,i/

24∑
j=1

Pc,j

 Pd, i = 1, · · · , 24 (1)

を詳細分布型流出モデルに与える．

全国分布型流出モデルでは，日本列島全域の流出計算

を少しでも計算負荷を減らして実施するために，MRI-
20kmが出力する日平均の表面流出量と基底流出量デー
タを用いてファイルアクセス数を減らす．なお，洪水

ピーク流量を再現するために，キャノピー層への時間
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図–2 東北地方における河道網の作成例

降水量を用いて，式 (1)と同様に表面流出量を時間配分
する．次章で示すように全国分布型流出モデルによる

計算結果が，詳細分布型モデルと同様の計算結果とな

るようにモデルパラメータを調整する．

MRI-AM20km の出力データが持つ統計的特性と実
際の観測データによるそれとが一致するとは限らない

ため，何らかの手法によってこの違いを取り除いた後で

流出計算に用いることが考えられる．ただし，現在気候

実験データと観測データを用いてこの違いを補正する

手法を得たとしても，それが将来のデータ補正に適用

できる保証はない．そこで MRI-AM20km 出力データ
の補正は行わず，MRI-AM20km 出力データの現在気
候と将来気候の違いによる流量変化を捉え，一部現在

気候に対する観測値と計算値との相違を見た上で，将

来発生する可能性のある流量変化を考察する．

3. 日本列島全流域を対象とする分布型流出

モデル

日本列島全域を対象とする 1km空間分解能のグリッド
型の分布型流出モデルを構成し，キネマティックウェー

ブモデルを用いて MRI-AM20km による出力データを
河川流量に変換する．全国分布型流出モデルでは自然

流量の顕著な変化が現れる可能性のある流域を検出す

ることを目的とし，ダムによる流水制御や取排水など

の効果は流出モデルに導入しない．

(1) 全国分布型流出モデルの構成

全球数値標高モデルGTOPO3021) の標高データ (空
間分解能 30秒, 約 1km) を用いて，グリッドごとに周
り 8方向のうちの最急勾配方向を流水方向と定め，そ
れに従って一次元的に流れを追跡する．流れの追跡に

当たっては，流域ごとに計算するのではなく対象領域

を含む矩形範囲を設定し，左上角のグリッドから順に

計算を進める．このとき，計算対象のグリッドに上流

から接続するグリッドがあればその流出計算が終了し

ているかどうかを確認し，終了していれば上流グリッ

ドからの流出量を上流側の境界条件として計算を進め，

終了していなければそのグリッドの計算はせずに次の

グリッドに進む．すべてにグリッドの計算が終了する

までこの手順を繰り返し，終了すれば次の時間ステッ

プの計算に進む．

図–2は流水方向データを用いて東北地方の流域を示

した例である．人工的な流水方向の変更や低平地で流

水方向が適切に定められない場合は，地形図を参照し

ながら流水方向データを手作業で修正した．この流水

方向に従って，キネマティックウェーブモデルを用いて

流れを追跡する．連続式 (2)と運動式 (3)は

∂A

∂t
+

∂Q

∂x
= ql (2)

Q = αAm, α =
√

i0
n

(
1
B

)2/3

, m = 5/3 (3)

である．ここで t は時間座標，x は流水方向に沿った

空間座標，A は通水断面積，Q は流量，ql は流れ方向

の単位幅当たりの横流入強度，i0 は標高データから得

られる地形勾配であり，モデルパラメータは等価粗度

n と流路幅 B である．

横流入強度 ql には MRI-20km が出力する日表面流
出量を時間単位に分解した値と基底流出量の和を与え

る．次節で示すが，時間分解能で提供される降水量と

同じ比率で時間配分した表面流出量データに基底流出

量データを足し合わせた値を全国分布型流出モデルに

入力した場合，詳細分布型流出モデルで計算される流

出量とほぼ同じ結果が得られることを確認している．

この全国分布型流出モデルは詳細な流況の再現と予

測を目的とするのではなく，GCM出力を河川流量に変
換して流量が変化する可能性のある流域を検出するこ

とを目的としている．個々の流域でのモデルパラメー

タを同定することは困難なため，以下の方式により，す

べての流域のモデルパラメータ値を設定する．等価粗

度 n は集水面積の閾値 S0 を定め，それより小さい集

水面積をもつグリッドを斜面グリッド，それ以上の集

水面積をもつグリッドを河道グリッドとして区別して，

異なる等価粗度の値を設定する．最上川と吉野川で再

現性を確認した詳細分布型流出モデル8)の計算結果に
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(a) 2 日平均流量
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(b) 日平均流量
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(c) 時間平均流量

図–3 全国分布型モデルと詳細分布型モデルの計算流量の比較
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(a) 時間配分した表面流出量による流出計算
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(b) 吉野川岩津地点での検証 (1986 年)
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(c) 最上川砂越地点での検証 (1986 年)

図–4 全国分布型流出モデルの再現性の確認

適合するようにパラメータ値を決定し，集水面積の閾

値 S0 を 250グリッド (約 250km2)，斜面グリッドおよ
び河道グリッドの等価粗度 n をそれぞれ 11.0m−1/3s，
0.03m−1/3s とした．流路幅 B は集水面積 S の関数と

して与えた．日本の主要河川の様々な観測地点で流路

幅と集水面積の関係を整理して，B = aSc の関係を設

定し，全国共通の値として回帰係数 a, c を定めた．

詳細分布型流出モデルを用いた場合，吉野川流域の

1年分の流出計算を実行するために，2.5時間程度要す
る (CPU として 8 core 3.40GHz, RAM として 32GB
の電子計算機を使用した場合)．全国分布型流出モデル
では，四国全域での 1年分の計算時間は 3～4時間程度
で計算することが可能である．吉野川の流域面積が四

国全域の 20％程度であることを考えると，全国分布型
流出モデルは詳細分布モデルの 1/4程度の計算量であ
り，より短時間での流出計算が可能となる．

(2) 全国分布型流出モデルの計算結果の評価

全国流出モデルによる計算流量と詳細分布型流出モ

デルによる計算流量を比較した結果を，吉野川流域 (岩
津地点 2,740km2)を例に示す．MRI-20km の日平均の
表面流出量と基底流出量を足し合わせた値を入力データ

として全国分布型流出モデルを用いて計算した流量と，

時間分解した降雨量，融雪量，蒸発散量を入力データ

として詳細分布型モデルを用いて計算した流量を比較

した．図–3(a)(b)(c)は 1979年のMRI-20km 出力デー
タを用い，それぞれ 10分単位で出力した流量計算結果

から 2日平均値，1日平均値，1時間平均値を計算した
後に比較した図である．qJ，qD を全国分布型流出モデ

ルと詳細分布型流出モデルの計算流量，N をデータ数

として，両者の違いを

ε =

√√√√ 1
N

N∑
i=1

(qJ(i) − qD(i))2 (4)

で評価すると，年間で 2日平均値では 47.6m3/s，1日
平均値では 52.2m3/s，1時間平均値では 59.2 m3/s で
あった．年間平均での違いは約 50m3/sであるが，時間
単位で見たピーク流量の違いは最大で約 500m3/sある．

このままでは時間単位でピーク流量を評価できない

ため，式 (1)のように表面流出量をキャノピー層への時
間降水量データの時間比率で時間配分し，それに基底

流出量を足し合わせたデータを全国分布型流出モデル

の入力データとした．これによる時間流量を図–4(a)に
示す．式 (4)の ε の値は 47.5m3/sとなり，ピーク流量
の違いは最大で約 50m3/sに減少した．そこで全国分布
型流出モデルの入力データには，以降このデータを用

いる．図–4(b)(c)は同じモデルパラメータの値を用い，
1986年の年間の MRI-20km データを入力とした場合
に，吉野川同地点と最上川 (砂越地点，6,500km2)での
詳細分布型流出モデルと全国分布型流出モデルとの計

算結果の違いを示したものである．両流域とも全国分

布型流出モデルと詳細分布型流出モデルによる計算結

果はほぼ同じであることが確認できる．
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(a) 現在気候実験 (b) 近未来気候実験 (c) 21 世紀末気候実験

図–5 石狩川流域 (石狩大橋地点，12,697km2) における流出シミュレーション結果

(a) 現在気候実験 (b) 近未来気候実験 (c) 21 世紀末気候実験

図–6 最上川流域 (砂越地点，6,500km2) における流出シミュレーション結果

(a) 現在気候実験 (b) 近未来気候実験 (c) 21 世紀末気候実験

図–7 吉野川流域 (岩津地点，2,740km2) における流出シミュレーション結果

(a) 現在気候実験 (b) 近未来気候実験 (c) 21 世紀末気候実験

図–8 筑後川流域 (瀬ノ下地点，2,315km2) における流出シミュレーション結果

4. 時間流量の変化の分析

(1) 全国的に見た洪水の発生強度・頻度の変化

全国分布型流出モデルによる現在気候実験，近未来

気候実験，21世紀末気候実験の 3期間合計 75年分の
流出計算を 1km空間分解能で実施し，約 4kmごとに 1
時間平均値の流出計算結果を記録した．それぞれの地

域の主要な河川での流出シミュレーション結果を 図–

5～図–8に示す．それぞれ石狩川流域 (石狩大橋地点，
12,697km2)，最上川流域 (砂越地点，6,500km2)，吉野
川流域 (岩津地点，2,740km2)，筑後川流域 (瀬ノ下地

点，2,315km2)の流出シミュレーション結果を取り出し
て表示したものであり，各実験期間 25年分のハイドロ
グラフを重ねて示している．

これらのデータから全国の各地点で年最大時間流量

を取り出し，洪水の発生強度・頻度の変化を分析する．

図–9は各期間ごとにすべての地点で年最大時間流量の

平均値と標準偏差を計算し，その空間分布を示したも

のである．それぞれ左上図は現在気候実験に対する近

未来気候実験の変化比率，右下図は現在気候実験に対

する 21世紀末気候実験の変化比率である．全体的な特
徴として，北海道，東北地方北部，近畿地方南部，四

土木学会論文集B1（水工学）, Vol. 67, No. 1, 1-15, 2011.
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(a) 平均値の変化 (b) 標準偏差の変化

図–9 年最大時間流量の変化 (左上:現在気候実験に対する近未来気候実験の変化比率，右下: 現在気候実験に対する 21世紀末
気候実験の変化比率)

(a) 現在気候実験 (b) 近未来気候実験 (c) 21 世紀末気候実験

図–10 年最大時間流量に一般化極値分布を当てはめたときの SLSC による適合度の評価

国地方，九州地方北部で年最大時間流量の平均値が大

きくなり，東北地方中・南部の日本海側や北信越地方で

は小さくなる傾向がある．図–6に示す東北地方中・南

部の日本海側に位置する最上川流域の流量の計算結果

にも，この特徴が表れている．この地域は一般に年最

大流量が融雪期に発生し，温暖化の進行に伴って積雪・

融雪量が減少するため年最大流量が小さくなる傾向に

ある．これについては，5.で詳しく分析する．

こうした変化の兆候は近未来気候実験に現れ，21世
紀末気候実験ではこの傾向がより明瞭となる．図–9(b)
は年最大時間流量の標準偏差の変化比率である．一般

に年最大流量の平均値が大きくなる地点ほど，その標

準偏差も大きくなる傾向にある．これは同じ再現期間

であれば，それに対応する確率年最大流量がより大き

くなることを意味しており，そうした流域では洪水リ

スクが増大する可能性があることを示唆している．

次に，計算結果を残した約 4kmごとのすべての地点
で，各実験ごとに年最大時間流量に対して一般化極値

(GEV)分布を当てはめた．母数の推定には PWM法を

表–1 年最大流量に GEV 分布を適用したときの適合度

実験 現在気候 近未来気候 21 世紀末気候

石狩川石狩大橋地点 (12,697km2)
SLSC 0.065 0.032 0.037
COR 0.942 0.986 0.980

最上川砂越地点 (6,500km2)
SLSC 0.024 0.048 0.036
COR 0.996 0.967 0.980

吉野川岩津地点 (2,740km2)
SLSC 0.022 0.048 0.038
COR 0.995 0.963 0.977

筑後川瀬ノ下地点 (2,315km2)
SLSC 0.028 0.035 0.038
COR 0.989 0.982 0.989

用いた．適合度の指標として SLSC (標準最小 2 乗規
準)を計算した結果を 図–10に示す．また，表–1に代

表的な地点での SLSCおよび COR (標本クオンタイル
と当てはめたGEV分布による理論クオンタイルとの相
関係数)の値を示す．SLSCが 0.06以上を示す地点もあ
るが，ほとんどの地点で 0.02～0.04程度である．COR
の値も 0.98以上の地点が多く，概ね適合度は高い．

図–11は当てはめた GEV 分布を用いて各期間ごと
に再現期間 100年の年最大時間流量を求め，その変化

土木学会論文集B1（水工学）, Vol. 67, No. 1, 1-15, 2011.
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(a) 現在気候実験に対する近未来気候実験の変化比率 (b) 現在気候実験に対する 21 世紀末気候の比率比率

図–11 日本列島全域の 100年確率年最大時間流量の変化

(a) 現在気候実験 (b) 近未来気候実験 (c) 21 世紀末気候実験

図–12 現在気候実験での 10年確率年最大時間流量を超える時間流量の発生回数

比率を示した図である．図–9に示した年最大時間流量

の標準偏差の変化比率とほぼ同様の空間分布パターン

を示しており，北海道，東北地方北部，近畿地方南部，

四国地方，九州地方北部で 100年確率年最大時間流量
が大きくなり，東北地方中・南部や北信越地方でその値

が小さくなっている．その傾向は 21世紀末気候実験で
より明瞭に表れる傾向にある．

図–12は各実験期間のすべての時間流量データの中

で，現在気候実験での 10年確率年最大時間流量を超え
る時間流量の発生回数を示した図である．洪水規模が

大きくなる東北地方北部や西日本，九州地方北部で洪

水の発生頻度が多くなり，現在気候実験，近未来気候

実験，21世紀末気候実験の順に洪水の発生頻度が増加
している．逆に東北地方中・南部や北信越地方では減

少し，現在気候での 10年確率年最大時間流量を 1回も

超えない地点が現れる．このように年最大時間流量の

変化は大きな地域差が見られる．

これらの変化傾向は高々25年間のデータから得られ
た結果であり，サンプル数の少なさによる不確かさは避

けられない．推定値の不確かさを評価するためにジャッ

クナイフ推定誤差を求めた．図–13は 100年確率年最
大時間流量のジャックナイフ推定誤差をジャックナイフ

推定値の比として示したものである．流量変化の大き

なところは推定誤差が大きくなっていることに注意す

る必要がある．

(2) 地域的に見た洪水の発生強度・頻度の変化

図–9，図–11で年最大時間流量が大きくなる傾向が

見られた北海道，四国地方，九州地方北部と年最大流

量が小さくなる傾向が見られた東北地方中・南部に着

土木学会論文集B1（水工学）, Vol. 67, No. 1, 1-15, 2011.
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(a) 現在気候実験 (b) 近未来気候実験 (c) 21 世紀末気候実験

図–13 ジャックナイフ法による 100年確率年最大時間流量の推定精度

 0

 2000

 4000

 6000

 8000

 10000

 12000

 14000

1979-2003 2015-2039 2075-2099

1/
10

0 
A

nn
ua

l M
ax

im
um

 D
is

ch
ar

ge
 Q

ua
nt

ile
s 

[m
3 /s

ec
]

(a) 石狩川流域石狩大橋地点
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(b) 最上川流域砂越地点
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(c) 吉野川流域岩津地点
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(d) 筑後川流域瀬ノ下地点

図–14 100年確率年最大時間流量のジャックナイフ推定値と推定誤差
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(a) 石狩川流域
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(b) 最上川流域
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(c) 吉野川流域
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(d) 筑後川流域

図–15 100年確率年最大日降水量のジャックナイフ推定値と推定誤差

目し，石狩川流域 (石狩大橋地点，12,697km2)，最上
川流域 (砂越地点，6,500km2)，吉野川流域 (岩津地点，
2,740km2)，筑後川流域 (瀬ノ下地点，2,315km2)の計
算結果を取り出して流量の変化を分析した．図–14は現

在気候実験，近未来気候実験，21世紀末気候実験の 100
年確率年最大時間流量のジャックナイフ推定値であり，

ジャックナイフ推定誤差を合わせて示す．また，図–15

にGEV分布による流域平均の 100年確率年最大日降水
量のジャックナイフ推定値とその推定誤差を示す．表–2

はその適合度を示したものである．

吉野川流域での 100年確率年最大時間流量は，近未
来気候実験では約 1.8倍，21世紀末気候実験では 1.4倍
に増加して約 10,000m3/s，筑後川流域では近未来気候

表–2 年最大日降水量に GEV 分布を適用したときの適合度

実験 現在気候 近未来気候 21 世紀末気候
石狩川流域

SLSC 0.031 0.026 0.031
COR 0.985 0.991 0.985

最上川流域
SLSC 0.044 0.030 0.039
COR 0.970 0.988 0.980

吉野川流域
SLSC 0.043 0.035 0.041
COR 0.976 0.984 0.972

筑後川流域
SLSC 0.035 0.036 0.030
COR 0.982 0.981 0.987

実験で約 1.1倍，21世紀末気候実験では約 1.9に増加
して約 9,000m3/s となった．これらは 図–15に示すよ

うに短時間降水量の増加が原因である．

土木学会論文集B1（水工学）, Vol. 67, No. 1, 1-15, 2011.
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図–16 吉野川流域流域の流域平均日降水量の発生頻度
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図–17 筑後川流域の流域平均日降水量の発生頻度
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図–18 吉野川流域岩津地点の年最大時間流量の発生頻度
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図–19 筑後川流域瀬ノ下地点の年最大時間流量の発生頻度

吉野川流域と筑後川流域を対象とし，流域平均の日降

水量が 50mm以上の場合のそれぞれの実験期間 25年の
ヒストグラムを 図–16，図–17に示す．図–18，図–19

は吉野川流域岩津地点と筑後川流域瀬ノ下地点での年

最大時間流量のヒストグラムである．吉野川流域では

現在気候実験での流域平均した最大日降水量が 190mm

であるのに対し，近未来気候実験では 340mm，21世紀
末気候実験では 300mm であった．これに伴い近未来
気候実験，21世紀末気候実験の年最大流量は現在気候
より増大している．同様の傾向は筑後川流域でも見ら

れる．吉野川流域で近未来気候実験での年最大流量が

21世紀末実験よりも大きいのは，超大型の熱帯低気圧
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(a) 石狩川石狩大橋地点
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(b) 最上川砂越地点
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(c) 阿武隈川福島地点

図–20 北日本の代表的な地点での月平均流量の変化
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(a) 石狩川流域豊平峡ダムを含む格子
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(b) 最上川流域寒河江ダムを含む格子
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(c) 阿武隈川流域七ヶ宿ダムを含む格子

図–21 北日本での代表的な地点での月平均気温の変化

がこの期間に同流域を通過したためである．

図–14(c)(d)，図–15(c)(d)に示すように，吉野川流
域と筑後川流域では 100年確率年最大時間流量と 100
年確率年最大日降水量に変化パターンは一致する．し

かしそれらの増加率は同じではない．吉野川流域では

近未来気候実験において 100年確率年最大日降水量の
増加率が 1.7倍，100年確率年最大時間流量の増加率が
1.8倍，筑後川流域においては 21世紀末気候実験にお
いて 100年確率降水量の増加率が 1.6倍，100年確率流
量の増加率が 1.9倍である．極端に降水強度が増加する
と，河川流量の増加率は降水量の増加率よりも大きな

値を示すことに注意する必要がある．

次に積雪・融雪による流出が卓越する石狩川流域と

最上川流域を分析する．図–14(a)(b)に示すように，石
狩川流域では現在気候実験の 100年確率年最大ピーク
流量が近未来気候実験では約 1.3倍，21世紀末気候実
験では約 2倍に増加し約 11,000m3/sとなった．一方で
最上川流域では現在気候実験に対し，近未来気候実験

と 21世紀末気候実験では約 0.4倍に減少した．これら
は，共に温暖化の進行により積雪・融雪の状況が大きく

変化するためである．ただし，石狩川流域と最上川流

域では積雪・融雪の状況が異なるため，変化パターン

は異なる，また，これらの流域では，吉野川流域や筑

後川流域と異なり 100年確率年最大時間流量と 100年
確率年最大日流量の変化パターンは対応しない．

図–20に石狩川流域 (石狩大橋地点 12,697km2)，最
上川流域 (砂越地点 6,750km2)および阿武隈川流域 (福

島地点 5,390km2)の各期間平均の月流量の計算値を示
す．現在気候実験の期間に対しては，観測月平均流量

を合わせて示す．現在気候実験の期間の観測月平均流

量と計算月平均流量とを比較すると，月変化のパター

ンはよく対応している．石狩川流域では 21世紀末実験
の 5月の河川流量が大きく減少し，1月から 4月の流
量が増加する．これに伴い，現在気候実験では 5月に
表れていた最大月流量が近未来実験，21世紀末実験で
は 4月に発生し流量も増加する．最上川流域では，21
世紀末気候実験の 4月の河川流量が大きく減少し，1月
から 3月の流量が増大して明瞭な月流量の変化が見ら
れなくなる．東北地方南部の阿武隈川流域では，1月か
ら 3月の流量が平滑化される傾向は最上川流域と同様
であるが，最上川流域ほどの大きな変化はない．この

変化の原因については次章で分析する．

5. 月流量の変化の分析

融雪流出の変化に着目し，月流量の変化を分析する．

MRI-20kmが出力するそれぞれの流域の月平均気温，月
融雪量，月降水量，月降雪量を図–21，図–22，図–23，

図–24に示す．石狩川流域では温暖化の進行によって 4
月の融雪量が増加する．また，北海道では 4月の月降水
量に大きな変化はないが，21世紀末実験では降雪量が
大きく減少する．つまり 4月の降雨量が増加する．こ
れらの結果，石狩川流域では 4月に発生する洪水ピー
ク流量が増大する．これは，図–21(a)において，4月
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(a) 石狩川流域
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(b) 最上川流域
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(c) 阿武隈川流域

図–22 月平均融雪量の変化
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(a) 北海道
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(b) 東北地方日本海側
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(c) 東北地方太平洋側

図–23 北海道および東北地方における月降水量の変化
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(a) 北海道
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(b) 東北地方日本海側
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(c) 東北地方太平洋側

図–24 北海道および東北地方における月平均降雪量の変化

の月平均気温が降雪と降雨の判断指標となる 2度を上
回ることとよく対応している．一方で，東北地方中・南

部の月流量は，温暖化の進行に伴い，すべての月で積

雪・融雪量が減少する．最上川流域では 21世紀末気候
実験において 3月に月平均気温が約 2度となり，3月中
に融雪がほぼ終了してしまう．そのため観測値および

現在気候実験では 4月に月流量が最大となるが，21世
紀末実験では 1月から 3月の流量が増加し，4月の流
量が大きく減少する．阿武隈川でも同様の変化が見ら

れるが，積雪・融雪量が最上川流域よりも小さいため，

変化量は小さい．

図–25に 1月から 4月の現在気候実験に対する近未
来気候実験の月流量の変化比率，および現在気候実験

に対する 21世紀末気候実験の月流量の変化比率を示す．
1月の月流量を比較すると，近未来気候実験では北海道
の一部で流量の増加傾向が見られるが，東北地方では

変化は見られない．21世紀末気候実験では北海道全域

で流量が 2～3倍大きくなり，東北地方でも増加する．
2月の月流量を比較すると，近未来気候実験では北海道
で 3倍近く流量が増加する地域が見られる．21世紀末
気候実験ではこの傾向がさらに強まり，東北地方でも全

域で増加する．3月は近未来気候実験では北海道では 2
～3倍近く増加しているが，東北地方では減少する．ま
た，4月になると，北海道・東北地方ともに減少する．
このように積雪域では温暖化の進行に伴い，1月から 3
月の流量の増加がみられる．また最上川流域など気温

変化が積雪・融雪に大きく影響する流域では流量の平

滑化が見られる．

図–26は各実験の 25年間の年最大月流量が融雪期 (1
月～5月)に発生した回数を数えた図である．特に北海
道北部，東北地方中・南部日本海側と北陸地方，信越地

方において，現在気候実験，近未来気候実験，21世紀
末実験の順に回数の減少が見られる．これは図–20の

最上川流域の月流量の変化に表れているように，冬季
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(a) 1 月
(b) 2 月

(c) 3 月 (d) 4 月

図–25 月流量の変化 (左上:現在気候実験に対する近未来気候実験の変化比率, 右下:現在気候実験に対する 21世紀末気候実験
の変化比率)

(a) 現在気候実験 (b) 近未来気候実験 (c) 21 世紀末気候実験

図–26 各実験期間 (25年)において年最大月流量が融雪期 (1月～5月)に発生した回数

の流量の平滑化が進んで融雪期の月最大流量が減少す

ること，図–5(c)に見られるように 1月から 5月以外の
月の前線や台風による大雨によって，相対的に融雪期

の月最大流量が年最大値とならなくなる状況が増加す

ることが原因と考えられる．

これらの変化は，図–22，図–23，図–24に示した同

流域の月融雪量や，北海道，東北地方中・南部の日本

海側および太平洋側の月降水量，月降雪量の月変化を

合わせてみれば，降雪量，降雨量，融雪量の変化とし

て理解することができる．
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(a) 現在気候実験に対する近未来気候実験の変化比率 (b) 現在気候実験に対する 21 世紀末気候実験の変化比率

図–27 渇水流量の平均値の変化

(a) 現在気候実験 (b) 近未来気候実験 (c) 21 世紀末気候実験

図–28 渇水流量にワイブル分布を当てはめたときの SLSC による適合度の評価

6. 日流量の変化の分析

日本全域の温暖化シミュレーション結果から日流量を

算定し，渇水流量 (年間の日流量を上位から並べて 355
番目の日流量) に着目して渇水リスクの変化を分析し
た．現在気候実験，近未来気候実験，21世紀末気候実
験における毎年の渇水流量を取り出し，各期間ごとに

平均値を求めてその変化比率を求めた結果を 図–27に

示す．全体的な特徴として，西日本で渇水流量が減少，

東北北部や北海道で増加し，その傾向は 21世紀末気候
実験でより明瞭になることがわかる．

次にそれぞれの実験の 25年間のすべての地点での渇
水流量に下限値がゼロであるワイブル分布を当てはめ

た．母数の推定には PWM法を用いた．適合度の指標
として SLSC を算定した結果を 図–28 に示す．一部

で 0.07以上となる地点が現れたが，ほとんどの地点で
0.03～0.05であり，適合度は高かった．

当てはめたワイブル分布を用いて 10年確率の渇水流
量を求め，その変化比率を得た結果を 図–29 に示す．

西日本では，近未来気候実験，21世紀末気候実験とも
に渇水流量が現在気候実験よりも減少し，逆に北海道，

東北地方北部，中部地方の一部の地域では将来の渇水

流量が現在気候実験よりも増加する．その傾向は 21世
紀末気候実験でより明瞭に表れる傾向にあることがわ

かる．

7. おわりに

全球気候モデルの高空間分解能化は著しく，わが国

の将来の河川流量を流域単位で評価する時空間分解能

を有するようになっている．本研究では地球温暖化に

伴う気候変化が河川流量に及ぼす影響を分析するため，

全国分布型流出モデルを構成し，気象庁気象研究所の全

球 20km格子大気モデル (MRI-AM20km)の出力デー
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(a) 現在気候実験に対する近未来気候実験の変化比率 (b) 現在気候実験に対する 21 世紀末気候実験の変化比率

図–29 日本列島全域の 10年確率渇水流量の変化

タを流出モデルの入力として，自然状態での流出計算

を実施した．75年間の流出計算を 1km空間分解能の全
国分布型流出モデルで実施し，約 4kmごとに流出計算
データを記録して，そのデータを用いて全国の流量の

変化を分析した．結果を以下にまとめる．

1) 洪水に関して，年最大時間流量の変化を分析した．
東北地方北部，近畿地方南部，四国地方，九州地

方北部で年最大時間流量の平均値が増加し，東北

地方中・南部の日本海側では小さくなる傾向が見

られた．また，平均値が増加する地点では標準偏

差も増加する傾向が見られた．

2) 水資源に関して，特に融雪量に着目し月流量の変
化を分析した．東北地方中・南部や北信越地方で，

月流量の変化パターンが大きく変化する可能性が

あることが分かった．豪雪地帯でありかつ気温変

化が積雪融雪に大きな影響を与える東北地方中・南

部では，積雪融雪の変化によって河川流量が変化

する可能性がある．

3) 渇水に関して，年間で上位から 355番目の日流量
である渇水流量の変化を分析した．西日本では渇

水流量が減少し，北海道や東北地方北部では増加

する可能性がある．

4) 上記の変化は，日本全域で一様に現れるのではな
く，洪水の発生，渇水の発生，水資源で，それぞ

れで大きな地域性が見られた．

5) 上記の変化は，すでに近未来実験でその変化傾向
が見られ，21世紀末実験ではその変化が一層，明
瞭となった．

これらの分析の結果，洪水や渇水のリスクが増大す

る可能性のある地域，水資源の変化の可能性がある地

域を検出できるようになった．こうした分析は長期の

河川流量を得ることによってはじめてできることであ

り，高解像度の気候モデルと分布型流出モデルを組み

合わせた水災害や水資源に関する影響評価分析が今後

とも重要である．

本研究で得られた河川流量の計算結果には不確実性

が伴う．ここではジャックナイフ推定誤差を計算して，

その推定誤差を示したが，気候推計情報に含まれる根

本的な推定誤差を評価するためには，異なる大気大循

環モデルによる多数の GCM出力データを用いたりす
るなど，別の検討が必要である．そのため，不確実性

を含んでいることを念頭において，分析結果を見なけ

ればならない．少なくとも流量パターンが変化する可

能性があること，その変化は地域によって大きく異な

ることがわかった．今後，河川流量の変化が許容範囲

を超えているかどうかを検討し，適応策に結びつける

必要がある．
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Meteorological Research Institute, Japan Meteorological Agency. The main findings of runoff simulations
are as follows: 1) clear changes of hourly flood peak discharge, daily drought discharge and monthly
discharge were detected; 2) for each discharge, the degree of the changes differs according to location; and
3) the changes appear in the near future climate experiment, which become clear in the future climate
experiment.
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